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性／　3職務上請求の要件／　4請求書の統一書式／　5設問の場

合／　6本人通知制度

第10章　IT化をめぐる問題

Q73 　ウェブサイトが収集する情報（クッキー等）の取扱い   380

1取得される情報等／　2個人情報保護法上の取扱い

コラム⑤　IT用語解説（その１）   384

Q74 　インターネット上の書込みの削除の可否   386

1サイト運営者が定める手続にのっとった削除請求／　2プロバイ

ダ責任制限法名誉毀損・プライバシー関係ガイドラインに基づく削

除請求（送信防止措置依頼）／　3削除仮処分／　4検索エンジンに

対する検索結果の削除請求／　5個人情報保護法29条１項に基づく

訂正等請求権

Q75 　匿名での情報発信と個人情報   390

1発信者特定の手続の概要／　2コンテンツプロバイダに対する発

信者情報開示請求／　3経由プロバイダに対する発信者情報開示請

求／　4留意点／　5制度の見直し
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コラム⑥　IT用語解説（その２）   394

Q76 　クラウドサービスの利用と個人情報の取扱い   396

1クラウドサービスの特性と問題の所在／　2第三者提供と委託の

相違／　3委託となる場合の問題点／　4「ガイドライン及び漏えい

等対応 Q&A」の見解／　5海外のサーバー（クラウドサービス）を

利用する場合

Q77 　AI による画像解析と個人情報   401

1加工データの取得・利用／　2「監視カメラ撮影中」といった掲示

の要否

事項索引   407

監修者・執筆者一覧   413

〔2020年改正個人情報保護法の施行時期にご注意ください〕

　本書を執筆中の2020年６月５日に個人情報保護法が改正され、同12日に公布

されました。

　改正部分の施行時期については、

①　罰則の法定刑の引き上げ（第83条から第87条）は2020年12月12日から

② 　個人データを第三者に提供しようとする際の経過措置については、公布

の日から１年６月を超えない範囲内で政令で定める日から

③ 　それ以外の部分は、公布の日から２年を超えない範囲内で政令で定める

日からとされていますが、②と③については政令が定められておらず、現

時点では不明です。

　本書の中では、次のＱで2020年改正内容を紹介していますので、お読みいた

だくにあたっては、施行時期にご注意ください。

第１章Ｑ４、Ｑ９、Ｑ10、Ｑ11、Ｑ12　　第２章Ｑ23　　第３章Ｑ32　

第４章Ｑ39　　第10章Ｑ73


